Questionnaire Survey on Local Capabilities on Disaster Management in Shinjuku-ku and Impact of the Great East Japan Earthquake : Model Construction by the Use of Structural Equation Modeling (SEM) by 丸茂 雄一
1  はじめに
本稿は、 2010 年度に引き続き新宿区内の町会・自治会を通じて実施した自主防災組
織と自主防災活動に関するアンケートを分析することによって、東日本大震災の前後
において地域住民の意識に変化が生じたか否かを検証するとともに、地域防災力の発
揮とソーシャル・キャピタルの関連性について分析し、共分散構造分析による因果モ
デルを構築しようとするものである。
2 　アンケート調査の概要
（1）アンケート調査の目的
本アンケート調査の目的は、新宿区内の自主防災組織の母体である町会・自治会に
直接アンケート用紙を配布し、地域防災力の発揮とソーシャル・キャピタル（以下、
「 SC」という）の関連について調査することにある。 2010 年度においては、筆者が新
宿区箪笥町地域で自治会の防災・防犯部長を務めていることから、新宿区内の 4 つの
対象地域（四谷、箪笥町、榎、若松）計 115 の町会・自治会を対象として、アンケート
調査を実施した。 2011 年度においては、新宿区内の残りの 6 つの対象地域（大久保、戸
塚、落合第一、落合第二、柏木、西新宿）計 73 の町会・自治会を対象として、アンケ
ート調査を実施した。なお、区役所地域は居住人口が極端に少なく、町会・自治会が
存在しないため、調査対象から除外した１。 2 回のアンケート調査によって、新宿区全
地域における事実上の悉皆調査となる。
（2）アンケート調査の手法
2010 年度のアンケート調査を企画する上で、①新宿区役所が実施する調査とは異な
り住民基本台帳を利用できない（制約条件）、②自主防災組織はその大部分が町会・自
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治会を設立の母体としている、③筆者が新宿区地域防災協議会における防災活動に従
事していることから、町会・自治会を通じたアンケート調査を模索した。新宿区箪笥
町特別出張所のアドバイスに基づき、新宿区町会連合会会長大崎秀夫氏に調査協力を
要請した。その結果、 2010 年 9 月 7 日に新宿区本庁舎で開催された町会連合会理事会
においてアンケート調査の趣旨説明を行い、町会連合会として正式にアンケート調査
に協力する方針が決定された。 2011 年度のアンケート調査については、同様に 2011 年
7 月 5 日に戸塚地域センターで開催された町会連合会理事会において正式にアンケー
ト調査に協力する方針が決定された２。
アンケートの配布については、昨年度の対象地域とは異なり、 1 町会・自治会当た
りの人口に相当な乖離がみられるので、統計上有意なデータを得るためには、地域ご
とに最適な部数を発送する必要がある。昨年度の回収実績（回収率： 27.6 ％）を踏ま
え、 1 町会・自治会当たり大久保、戸塚は各 30 部、柏木、西新宿は各 40 部、落合第一
は各 70 部、落合第二は各 90 部発送したところ、アンケートの回収結果は、次表のとお
りである３。
（表 1 ）2011 年度アンケートの回収結果
（表 2 ）2010 年度と 2011 年度のアンケートの比較
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地域名 大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 合 計
発送数 630 675４ 560 540 480 120 3,005
回収数 220 117 179 141 127 60 844
回収率 34.9 % 17.3 % 32.0 % 26.1 % 26.5 % 50.0 % 28.1 %
調査年度 2010 年度 2011 年度
調査期間 2010 年 9 月 2011 年 8 月
対象地域 区内 4 地域（東部） 区内 6 地域（西部）
調査方法 郵送法 郵送法
アンケート発送数 2,300 通 3,005 通
回収数 635 通 844 通
回収率 27.6 % 28.1 %
２ 新宿区町会連合会ホームページ「シンジュクイレブン」2011 年 7 月定例理事会 会議概要参照
http://www.shinjuku11.jp/teirei/h23/07.html（ 2011 年 12 月 15 日アクセス）
３ アンケート用紙の印刷・発送手続きやアンケートの回収については、社会知性開発研究センター
事務課所属の職員に大いにお世話になった。紙面を借りて、深謝する次第である。
４ 戸塚の発送数が 30 の倍数でないのは、新宿区町会連合会に加盟しているある振興会（商店会）
が 15 部の発送を希望したためである。
具体的なアンケート用紙の配布先は、各町会・自治会会長に一任した。 2010 年度の
アンケート回答者には、年齢構成に偏り（高齢者が過半数）がみられたため、各町会・
自治会長に対し、50 歳代以下への用紙の配布増加について、新宿区町会連合会を通じ
て要請した。
（3）アンケート項目
2011 年度のアンケートは、 2010 年度のアンケートと同様に大別して、
①地域の防災活動に関する質問（問 1 ～ 問 14 ）
②社会に対する意識等に関する質問（問 15 ～ 問 20 ）
③回答者自身に関する質問（ F 1 ～ F 10 ）
から構成されている。アンケート項目の概略は、以下のとおりである。
●地域の防災活動に関する質問
問 1 （大規模自然災害の被災体験の有無）
問 1 − 2（被災区分）、問 1 − 3（被災地域）
問 2（大規模自然災害の被災体験の伝承の有無）
問 2 − 2（伝承区分）
問 3（自主防災組織の（設立母体の）認識）
問 4（大規模自然災害時に頼りにする人または組織）
①家族、②近所の人々、③親戚、④知人・友人、⑤職場の同僚、⑥防災区民組織、
⑦消防団、⑧ボランティア組織・NPO、⑨警察・消防機関、⑩病院、⑪区役所、
⑫東京都、⑬自衛隊
問 5（自主防災活動への参加）
問 6（自主防災組織との関係）
問 7（自主防災活動の程度）
問 7 − 2（活動を肯定的に評価した理由）
問 7 − 3（活動を否定的に評価した理由）
問 8（個人の防災対策の実践）
問 9（防災区民組織の能力評価）
問 10（防災対策の新宿区への期待）
問 11（大規模自然災害に関する東京都への期待）
問 12（近傍における自衛隊の部隊の所在）
問 13（自衛隊の部隊の訪問経験）
問 14（大規模自然災害に関する自衛隊への期待）
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●社会に対する意識等に関する質問
問 15（社会への信頼）
問 16（旅先での信頼）
問 17（親戚とのつきあい）
問 18（学校・職場以外での友人・知人とのつきあい）
問 19A（ご近所とのつきあいの程度）
問 19B（つきあっているご近所の人の割合）
問 20（日常生活の悩みや心配事を相談する人または組織）
①家族、②近所の人々、③親戚、④知人・友人、⑤職場の同僚、⑥町会・自治
会、⑦ボランティア組織・NPO、⑧宗教団体、⑨警察・消防機関、⑩学校・病
院、⑪政党・政治家、⑫区役所、⑬東京都、⑭国
●回答者自身に関する質問
F 1（性別）、F 2（満年齢）、F 3（職業）、F 3 − 2（職場・学校の所在）、F 4（住居の
種類）、F 5（同居家族数）、F 6（新宿区居住年数）、F 7（新宿区居住希望）、F 8（生
活満足度）、F 9（ 5 年後の生活予測）、F 10（ 5 年前との生活比較）
2011 年度のアンケートにおいては、①F 6（新宿区居住年数）の設問を改善５すると
ともに、②問 4（大規模自然災害時に頼りにする人または組織）では、東日本大震災以
前の認識（ 2010 年 9 月： 2010 年度アンケートの実施時期）と東日本大震災以降の認識
（ 2011 年 8 月）の双方について回答を求めている。 2010 年 9 月の認識を用いれば、「大
規模自然災害時に頼りにする人または組織」の分析を 2010 年度アンケートと比較する
ことが可能となるため、新宿区全地域における分析が可能となる。さらに、2011 年度
のアンケート対象地域においては、大震災前後における地域住民の意識変化が分析可
能となる。
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５ 2010 年度のアンケートにおいては、新宿区居住年数の回答が「 30 年以上」の選択肢に集中し、
データに偏りがみられた。
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（4）アンケート対象地域の特性
2011 年度の調査対象地域である大
久保、戸塚、落合第一、落合第二、柏木、
西新宿の 6 地域を含む新宿区各地域の
位置関係は、図 1 のとおりである６。
図 1 から分かるとおり、 6 地域は新
宿区のおおむね西部に位置している。
6 地域の特性は表 3 のとおりである。
2010 年度の調査対象地域である 4
地域の特性は、『社会関係資本研究論
集 第 2 号（ 2011 年 3 月）』を参照され
たい。
（表 3 ）2011 年度アンケート対象 6 地域の特性
（ 2011 年 1 月 1 日現在）
（5）新宿区の景観と歴史
東京の中でも新宿区ほど多様な景観を形成している区はない。西新宿地域において
は、旧淀橋浄水場跡に超高層ビルが林立し、大久保地域では歌舞伎町などの娯楽・繁
華街が所在するとともに、多くのアジア人が商売を営んでいる。一方、歴史・文化の
香り高い四谷地域や、開発から逃れた古くからの住宅街も数多く存在し、新宿区の景
観を一様に論じることはできない７。
６ 新宿区町会連合会ホームページ「シンジュクイレブン」各地区の紹介参照
http://www.shinjuku11.jp/chokai/index.html（ 2011 年 12 月 15 日アクセス）
７ 特定非営利活動法人 日本景観フォーラム「景観まちづくり報告～東京都新宿区」参照
http://www.keikan-forum.com/report-gyoseidantai12.html（ 2011 年 12 月 15 日アクセス）
地域名 大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿
面積（Km2） 2.08 1.74 1.59 1.54 1.25 1.34
世帯数 21,004 19,842 16,341 16,257 15,459 9,165
人口（人） 33,682 32,553 28,528 28,248 23,706 13,261
人口密度（人/Km2） 16,193 18,709 17,942 18,343 18,965 9,896
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（図 1 ）調査対象地域の位置関係
（図 2 ）東京 23 区と旧東京市 15 区８
現在の新宿区は昭和 22 年 3 月 15 日
に、かつての四谷区・牛込区・淀橋区
が統合して成立した。四谷・牛込の両
区は、明治 11 年、東京府 15 区のうち
の区として誕生していたが、淀橋区
は、まだ豊多摩郡の中で淀橋町、大久
保町、戸塚町、落合町に分かれていた。
市街化が進むにつれ、この 4 町の人
口が、大正 9 年と比較して昭和 5 年に
は 62 ％の伸びを示すようになり、市
部と郡部の行政格差が目立つように
なる。このため、市部併合運動が起こ
り、昭和 7 年 10 月、前記 4 町が併合し
てできたのが、淀橋区である。このころになると新宿駅周辺は百貨店、映画館、劇場、
カフェーなどがひしめき、明治以降、山の手の繁華街として有名だった四谷、神楽坂に
とって替わる一大繁華街に変貌を遂げていた。戦後混乱期を経て、昭和 22 年 3 月に当
時の四谷・牛込・淀橋の 3 区が統合し、新しい「新宿区」が誕生した９。
したがって、新宿区はその歴史的な背景の違いにより二分される。すなわち、新宿
区には江戸期以来の既成市街地（旧 15 区）と、明治後期以降に急速に市街化されたか
つての農村部（旧 15 区外）の双方が含まれている 10。このような歴史的な背景から、
本稿では旧 15 区内である 2010 年度のアンケート対象 4 地域を「旧四谷区・旧牛込区」
と呼称する。また、旧 15 区外である 2011 年度のアンケート対象 6 地域を「旧淀橋区」
と呼称する。
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８ http://www.yu-to.jp/works/Example-26-Awaji/Exam-26.html 参照（ 2011 年 12 月 15 日アクセ
ス）
９ 新宿区公式ホームページ 「新宿区について（名前の由来・歴史）」参照
http://www.city.shinjuku.lg.jp/foreign/japanese/aramashi/rekishi/rekishi.html（ 2011 年 12 月 15 日
アクセス）
10 渡辺勇太、後藤春彦ほか（ 2009 ）「新宿区を対象とした景観調査および景観まちづくり計画・ガ
イドブック策定の取り組み（都市計画）」『日本建築学会技術報告論集』（第 15 巻 第 29 号、 2009 年
2 月、 251 ～ 256 ページ）
（6）アンケートの回答者の年齢構成
（図 3 ） 2011 年度アンケートの回答者の年齢構成
2011 年度アンケートの回答者の年齢構成は、図 3  のとおりである。前述のとおり、
2010 年度のアンケート回答者には、年齢構成に偏り（高齢者が過半数）がみられたた
め、各町会・自治会長に対し、 50 歳代以下への用紙の配布増加について、新宿区町会
連合会を通じて要請したものの、 2011 年度においても回答者が 60 歳代・70 歳代で過
半数を占めているのは、本アンケート方式の限界を示している。
3 　2010 年度アンケート調査の成果
2010 年度においては、新宿区のうち旧四谷区・旧牛込区に相当する 4 つの対象地域
（四谷、箪笥町、榎、若松）でアンケートを実施し、分析の結果、次のことが明らかと
なった。
①SC 指数と防災力指数を算出し、散布図を作成すると両指数には正の相関関係があ
る。一方、SC 指数と生活環境指数には負の相関関係がある。
②防災関係者がしばしば指摘する「自助」「共助」「公助」に関して、 3 因子構造の因
子分析を行った。その結果、因子 1 を「公の組織への信頼（公助）」と、因子 2 を
「個人の防災意識（自助）」と、因子 3 を「コミュニティの防災力（共助）」と命名
した。
③さらに、潜在変数（例えば、②の 3 つの因子）相互の関係を視覚的に表す因果モデ
ルを構築するため、共分散構造解析によってパス図を作成した。潜在変数 3 個モ
デルによれば、②の 3 つの因子のうち「コミュニティの防災力（共助）」が外生変
数となった。このモデルにより、旧四谷区・旧牛込区では「共助」が最も根源的な
27
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要因であることが判明した。さらに、「自助」は「公助」と負の相関関係がある。
④潜在変数 3 個モデルに潜在変数「悩みの相談相手」あるいは潜在変数「SC 一般 11」
を加味した潜在変数 4 個モデルによれば、潜在変数「悩みの相談相手」あるいは潜
在変数「SC 一般」が外生変数となった。したがって、「自助」「共助」「公助」を表
す 3 つの潜在変数よりも、潜在変数「悩みの相談相手」あるいは潜在変数「SC 一
般」が、より根源的な要因である。
⑤潜在変数 3 個モデルに潜在変数「悩みの相談相手」および潜在変数「SC 一般」を
加味した潜在変数 5 個モデルによれば、以下のことが判明した。
ⅰ外生変数は、「SC一般」および「悩みの相談相手」の 2 つである。
ⅱ「コミュニティの防災力」（共助）を高めるためには、「SC一般」を高める必
要がある。
ⅲ「悩みの相談相手」である公共施設（学校病院など）を整備・強化すると「公
助」への依存がかなり高まる。この点に関連して、「（市町村の）自治会支援に
ついては、情報の評価が十分だと社会関係資本が高いが、補助金額については
むしろマイナスに関連している」との分析がある12。
4 　2011 年度アンケートの分析方針
2010 年度と 2011 年度のアンケートを包括的に分析し、
①SC 指数と防災力指数あるいは生活環境指数の相関関係を新宿区全域で算出する。
②共分散構造分析による因果モデルを構築し、地域防災力の発揮とソーシャル・キ
ャピタルの関連性について、パス図を作成する。
さらに、東日本大震災の前後における地域住民の意識変化を分析する（ 2011 年度ア
ンケートの対象地域のみ）。
5 　アンケート結果の集計
（1）回答者の基本属性（地域別クロス集計）
2011 年度アンケート回答者の基本属性を地域別にクロス集計すると、以下のとおり
である。 2010 年度アンケート回答者の基本属性は、『社会関係資本研究論集 第 2 号（
2011 年 3 月）』を参照されたい。
11 『社会関係資本研究論集  第 2 号（ 2011 年 3 月）』では、この潜在変数は「SC」と記載されてい
る。
12 辻中豊、ロバート・ペッカネン・山本英弘（ 2009 ）『現代日本の自治会・町内会―第1回全国調
査にみる自治会・ネットワーク・ガバナンス―』（木鐸社、98 ページ）
（表 4 ）回答者の性別（地域別集計）
（表 5 ）回答者の年齢（地域別集計）
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地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
男性（％） 10648.2％ 5042.7％ 9754.2％ 4834.0％ 6652.0％ 3050.0％ 39747.0％
女性（％） 10648.2％ 5748.7％ 7441.3％ 8258.2％ 5744.9％ 3050.0％ 40648.1％
無回答（％） 83.6％ 108.5％ 84.5％ 117.8％ 43.1％ 00.0％ 414.9％
全体（％） 220100.0％ 117100.0％ 179100.0％ 141100.0％ 127100.0％ 60100.0％ 844100.0％
地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
10歳代（％） 00.0％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 10.8％ 00.0％ 10.1％
20歳代（％） 94.1％ 00.0％ 52.8％ 10.7％ 00.0％ 23.3％ 172.0％
30歳代（％） 219.5％ 32.6％ 116.1％ 64.3％ 21.6％ 35.0％ 465.5％
40歳代（％） 209.1％ 54.3％ 1910.6％ 96.4％ 1310.2％ 610.0％ 728.5％
50歳代（％） 2611.8％ 76.0％ 2614.5％ 2517.7％ 1915.0％ 1016.7％ 11313.4％
60歳代（％） 6027.3％ 4740.2％ 4122.9％ 3625.5％ 4233.1％ 2033.3％ 24629.1％
70歳代（％） 6429.1％ 3731.6％ 5128.5％ 4028.4％ 3527.6％ 1830.0％ 24529.0％
80歳代（％） 125.5％ 97.7％ 1810.1％ 139.2％ 129.4％ 11.7％ 657.7％
無回答（％） 83.6％ 97.7％ 84.5％ 117.8％ 32.4％ 00.0％ 394.6％
全体（％） 220100.0％ 117100.0％ 179100.0％ 141100.0％ 127100.0％ 60100.0％ 844100.0％
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（表 6 ）回答者の職業（地域別集計）
30
地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
農林漁業
（％）
0
0.0％
0
0.0％
0
0.0％
0
0.0％
0
0.0％
0
0.0％
0
0.0％
工場労働者
（％）
0
0.0％
0
0.0％
1
0.6％
0
0.0％
0
0.0％
0
0.0％
1
0.1％
自営業・自由業
（％）
33
15.0％
33
28.2％
39
21.8％
24
17.0％
28
22.0％
19
31.7％
176
20.9％
会社経営者・役員
（％）
10
4.5％
3
2.6％
13
7.3％
3
2.1％
11
8.7％
4
6.7％
44
5.2％
専門職
（％）
11
5.0％
1
0.9％
5
2.8％
4
2.8％
2
1.6％
3
5.0％
26
3.1％
管理職
（％）
5
2.3％
0
0.0％
2
1.1％
1
0.7％
1
0.8％
1
1.7％
10
1.2％
民間企業従業員
（％）
15
6.8％
7
6.0％
13
7.3％
11
7.8％
10
7.9％
3
5.0％
59
7.0％
官公庁・団体従業員
（％）
14
6.4％
0
0.0％
1
0.6％
1
0.7％
4
3.1％
2
3.3％
22
2.6％
派遣社員・パート等
（％）
22
10.0％
15
12.8％
19
10.6％
18
12.8％
13
10.2％
9
15.0％
96
11.4％
学生
（％）
0
0.0％
0
0.0％
2
1.1％
0
0.0％
1
0.8％
0
0.0％
3
0.4％
家事専業
（％）
41
18.6％
15
12.8％
30
16.8％
36
25.5％
26
20.5％
12
20.0％
160
19.0％
無職
（％）
58
26.4％
33
28.2％
42
23.5％
31
22.0％
27
21.3％
7
11.7％
198
23.5％
その他
（％）
1
0.5％
2
1.7％
1
0.6％
1
0.7％
1
0.8％
0
0.0％
6
0.7％
無回答
（％）
10
4.5％
8
6.8％
11
6.1％
11
7.8％
3
2.4％
0
0.0％
43
5.1％
全体
（％）
220
100.0％
117
100.0％
179
100.0％
141
100.0％
127
100.0％
60
100.0％
844
100.0％
（表 7 ）回答者の住居（地域別集計）
（表 8 ）回答者の同居家族数（地域別集計）
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地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
持ち家（一戸建て）（％） 6529.5％ 5042.7％ 9754.2％ 10876.6％ 9171.7％ 3558.3％ 44652.8％
持ち家（集合住宅）（％） 5826.4％ 2017.1％ 5027.9％ 117.8％ 2922.8％ 1525.0％ 18321.7％
民間借家（％） 62.7％ 54.3％ 1810.1％ 75.0％ 32.4％ 46.7％ 435.1％
公営借家（％） 4219.1％ 2723.1％ 00.0％ 21.4％ 00.0％ 11.7％ 728.5％
社宅・公務員住宅（％） 4018.2％ 10.9％ 10.6％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 425.0％
独身寮（％） 00.0％ 00.0％ 10.6％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 10.1％
住み込み（％） 10.5％ 10.9％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 20.2％
寄宿舎・下宿（％） 00.0％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 00.0％ 00.0％
その他（％） 10.5％ 21.7％ 10.6％ 21.4％ 00.0％ 58.3％ 111.3％
無回答（％） 73.2％ 119.4％ 116.1％ 117.8％ 43.1％ 00.0％ 445.2％
全体（％） 220100.0％ 117100.0％ 179100.0％ 141100.0％ 127100.0％ 60100.0％ 844100.0％
地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
8 人（％） 00.0％ 00.0％ 10.6％ 10.7％ 10.8％ 35.0％ 60.7％
7 人（％） 52.3％ 00.0％ 31.7％ 00.0％ 43.1％ 11.7％ 131.5％
6 人（％） 83.6％ 32.6％ 116.1％ 42.8％ 53.9％ 46.7％ 354.1％
5 人（％） 146.4％ 32.6％ 179.5％ 128.5％ 97.1％ 46.7％ 597.0％
4 人（％） 2913.2％ 1512.8％ 3419.0％ 2114.9％ 1511.8％ 1118.3％ 12514.8％
3 人（％） 4620.9％ 2622.2％ 3318.4％ 3424.1％ 3225.2％ 915.0％ 18021.3％
2 人（％） 7132.3％ 3630.8％ 5128.5％ 3827.0％ 3729.1％ 2135.0％ 25430.1％
1 人（％） 3817.3％ 2723.1％ 2011.2％ 1510.6％ 1411.0％ 610.0％ 12014.2％
無回答（％） 94.1％ 76.0％ 95.0％ 1611.3％ 107.9％ 11.7％ 526.2％
全体（％） 220100.0％ 117100.0％ 179100.0％ 141100.0％ 127100.0％ 60100.0％ 844100.0％
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（表 9 ）回答者の新宿区居住年数（地域別集計）
（表 10 ）回答者の新宿区居住希望（地域別集計）
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地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
50 年以上
（％）
64
29.1％
40
34.2％
54
30.2％
57
40.4％
57
44.9％
19
31.7％
291
34.5％
40 〜 50 年
（％）
29
13.2％
24
20.5％
42
23.5％
28
19.9％
24
18.9％
18
30.0％
165
19.5％
30 〜 40 年
（％）
42
19.1％
21
17.9％
26
14.5％
7
5.0％
21
16.5％
11
18.3％
128
15.2％
20 〜 30 年
（％）
21
9.5％
5
4.3％
15
8.4％
8
5.7％
5
3.9％
4
6.7％
58
6.9％
10 〜 20 年
（％）
16
7.3％
7
6.0％
18
10.1％
13
9.2％
9
7.1％
4
6.7％
67
7.9％
5 〜 10 年
（％）
16
7.3％
5
4.3％
7
3.9％
10
7.1％
2
1.6％
2
3.3％
42
5.0％
5 年未満
（％）
25
11.4％
8
6.8％
9
5.0％
5
3.5％
1
0.8％
2
3.3％
50
5.9％
無回答
（％）
7
3.2％
7
6.0％
8
4.5％
13
9.2％
8
6.3％
0
0.0％
43
5.1％
全体
（％）
220
100.0％
117
100.0％
179
100.0％
141
100.0％
127
100.0％
60
100.0％
844
100.0％
地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
住み続ける
（％）
163
74.1％
92
78.6％
141
78.8％
102
72.3％
97
76.4％
47
78.3％
642
76.1％
区内で引越し
（％）
3
1.4％
2
1.7％
4
2.2％
0
0.0％
2
1.6％
1
1.7％
12
1.4％
区外へ引越し
（％）
12
5.5％
1
0.9％
3
1.7％
4
2.8％
4
3.1％
1
1.7％
25
3.0％
どちらともいえない
（％）
35
15.9％
15
12.8％
24
13.4％
22
15.6％
16
12.6％
11
18.3％
123
14.6％
無回答
（％）
7
3.2％
7
6.0％
7
3.9％
13
9.2％
8
6.3％
0
0.0％
42
5.0％
全体
（％）
220
100.0％
117
100.0％
179
100.0％
141
100.0％
127
100.0％
60
100.0％
844
100.0％
（表 11 ）回答者の生活満足度（地域別集計）
（表 12 ）5 年後の生活予測（地域別集計）
（表 13 ）5 年前との生活比較（地域別集計）
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地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
大いに満足（％） 6027.3％ 2723.1％ 4726.3％ 2316.3％ 2418.9％ 1525.0％ 19623.2％ある程度満足（％） 12355.9％ 6555.6％ 10860.3％ 9567.4％ 8063.0％ 3660.0％ 50760.1％どちらともいえない（％） 156.8％ 1613.7％ 126.7％ 64.3％ 97.1％ 58.3％ 637.5％あまり満足していない（％） 115.0％ 21.7％ 52.8％ 21.4％ 43.1％ 46.7％ 283.3％大いに不満（％） 31.4％ 00.0％ 00.0％ 21.4％ 21.6％ 00.0％ 70.8％無回答（％） 83.6％ 76.0％ 73.9％ 139.2％ 86.3％ 00.0％ 435.1％全体（％） 220100.0％ 117100.0％ 179100.0％ 141100.0％ 127100.0％ 60100.0％ 844100.0％
地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
大いに向上する（％） 83.6％ 21.7％ 31.7％ 21.4％ 53.9％ 711.7％ 273.2％ある程度向上する（％） 6127.7％ 2420.5％ 5631.3％ 4229.8％ 3023.6％ 1423.3％ 22726.9％どちらともいえない（％） 10447.3％ 7261.5％ 9452.5％ 6948.9％ 6551.2％ 3050.0％ 43451.4％ある程度低下する（％） 3315.0％ 86.8％ 137.3％ 149.9％ 1713.4％ 915.0％ 9411.1％大いに低下する（％） 52.3％ 43.4％ 52.8％ 10.7％ 21.6％ 00.0％ 172.0％無回答（％） 94.1％ 76.0％ 84.5％ 139.2％ 86.3％ 00.0％ 455.3％全体（％） 220100.0％ 117100.0％ 179100.0％ 141100.0％ 127100.0％ 60100.0％ 844100.0％
地域
大久保 戸 塚 落合第一 落合第二 柏 木 西新宿 全体
大いに向上した（％） 156.8％ 54.3％ 63.4％ 21.4％ 43.1％ 23.3％ 344.0％ある程度向上した（％） 6730.5％ 3328.2％ 5329.6％ 4934.8％ 2822.0％ 1525.0％ 24529.0％どちらともいえない（％） 9040.9％ 5547.0％ 8145.3％ 6042.6％ 5240.9％ 2846.7％ 36643.4％ある程度低下した（％） 2812.7％ 1210.3％ 2212.3％ 128.5％ 2418.9％ 1016.7％ 10812.8％大いに低下した（％） 94.1％ 32.6％ 63.4％ 10.7％ 43.1％ 46.7％ 273.2％無回答（％） 115.0％ 97.7％ 116.1％ 1712.1％ 1511.8％ 11.7％ 647.6％全体（％） 220100.0％ 117100.0％ 179100.0％ 141100.0％ 127100.0％ 60100.0％ 844100.0％
社会関係資本研究論集　第３号（ 2012 年３月）
（2）指数化によるアンケートの定量的な把握
SC の定量的な状況を正しく把握するためには、指数化は有力な手法である。 2010 年
度および 2011 年度のアンケートを基に代表的な回答を地域別に指数化を行う。選択肢
が 5つの場合、回答者全員が 5 点の選択肢を選べば指数は、5.000 となる（最低指数は、
1.000 ）。
ア　社会信頼や悩み事の相談に関する回答の地域別指数化
「社会に対する意識等に関する質問」（問 15 ～ 問 20 ）は、社会信頼や日常生活にお
ける悩み事の相談について、 5 つの選択肢から当てはまる選択肢を 1 つ回答する設
問となっている。例えば、問 15（社会への信頼）の回答欄は、「ほとんどの人は信頼
できる」、「かなりの人を信頼できる」、「どちらともいえない」、「信頼できる人は少な
い」、「ほとんどの人は信頼できない」の 5つの選択肢から構成されている。それぞれ
の選択肢への回答に 5 点、 4 点、 3 点、 2 点、 1 点を与えた。これらの点数を地域別
に集計し、単純平均を算出すると、次表のとおりである。
（表 14  ）社会信頼や悩み事の相談に関する回答の地域別指数
（注）表中、四谷から若松までが 2010 年度アンケート対象地域。
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四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問15 社会への信頼 3.385 3.214 3.393 3.549 3.409
問16 旅先での信頼 3.141 3.152 3.139 3.488 3.332
問17 親戚つきあい 3.045 2.915 3.017 2.902 2.941
問18 友人・知人つきあい 3.577 3.237 3.410 3.683 3.323
問19A 近所つきあいの程度 3.186 2.897 3.058 3.146 2.900
問19B 近所つきあいの割合 3.385 3.152 3.399 3.598 2.836
問20① 家族の信頼度（悩み事） 3.750 3.813 4.029 3.561 4.109
問20② 近所の信頼度（悩み事） 3.256 2.938 3.168 3.280 2.995
問20③ 親戚の信頼度（悩み事） 3.013 2.920 3.168 3.000 3.068
問20④ 友人・知人の信頼度（悩み事） 3.353 3.192 3.405 3.317 3.209
問20⑤ 同僚の信頼度（悩み事） 1.397 1.478 1.601 1.451 2.450
問20⑥ 町会・自治会の信頼度（悩み事） 3.224 2.875 3.289 3.220 3.059
問20⑦ ボランティアの信頼度（悩み事） 2.282 2.089 2.306 2.402 2.155
問20⑧ 宗教団体の信頼度（悩み事） 1.788 1.509 1.428 1.939 1.532
問20⑨ 警察消防の信頼度（悩み事） 3.160 2.911 3.012 3.171 3.177
問20⑩ 学校病院の信頼度（悩み事） 2.936 2.871 2.965 2.890 3.136
問20⑪ 政党政治家の信頼度（悩み事） 2.006 1.763 2.006 2.256 1.941
問20⑫ 区役所の信頼度（悩み事） 2.929 2.683 2.786 2.988 2.845
問20⑬ 都の信頼度（悩み事） 2.500 2.527 2.561 2.695 2.659
問20⑭ 国の信頼度（悩み事） 2.231 2.313 2.399 2.524 2.355
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イ 災害時に頼りにする人または組織に関する回答の地域別指数化
問 4（災害時に頼りにする人または組織）は、 5 段階評価の中から当てはまる選択
肢を 1 つ回答する設問となっている。回答欄は、「大いに頼りになる」、「ある程度頼
りになる」、「どちらともいえない」、「あまり頼りにできない」「全く頼りにできない」
の 5 つの選択肢から構成されている。それぞれの選択肢への回答に 5 点、 4 点、 3 点、
2 点、 1 点を与えた。これらの点数を地域別に集計し、単純平均を算出すると、次表
のとおりである。なお、 2010 年度の回答と比較するため、 2011 年度アンケートは震
災以前の認識について集計している。
（表 15 ）災害時に頼りにする人または組織に関する回答の地域別指数
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問15 社会への信頼 3.094 3.179 3.220 3.268 3.583
問16 旅先での信頼 2.932 3.089 3.270 3.213 3.383
問17 親戚つきあい 2.590 2.939 2.915 2.929 3.000
問18 友人・知人つきあい 3.026 3.201 3.298 3.504 3.433
問19A 近所つきあいの程度 2.863 2.933 2.979 3.102 3.067
問19B 近所つきあいの割合 2.923 3.006 3.043 3.307 3.167
問20① 家族の信頼度（悩み事） 3.897 4.184 4.411 4.189 4.617
問20② 近所の信頼度（悩み事） 2.915 3.034 3.149 3.102 3.133
問20③ 親戚の信頼度（悩み事） 2.915 3.302 3.255 3.181 3.283
問20④ 友人・知人の信頼度（悩み事） 3.051 3.318 3.411 3.346 3.433
問20⑤ 同僚の信頼度（悩み事） 2.333 2.533 2.392 2.151 2.561
問20⑥ 町会・自治会の信頼度（悩み事） 2.991 3.056 2.936 3.071 3.117
問20⑦ ボランティアの信頼度（悩み事） 2.145 2.330 2.305 2.331 2.467
問20⑧ 宗教団体の信頼度（悩み事） 1.675 1.531 1.496 1.756 1.683
問20⑨ 警察消防の信頼度（悩み事） 2.974 3.017 3.199 3.063 3.317
問20⑩ 学校病院の信頼度（悩み事） 2.701 2.950 2.993 2.890 3.217
問20⑪ 政党政治家の信頼度（悩み事） 1.915 2.078 1.901 2.079 2.000
問20⑫ 区役所の信頼度（悩み事） 2.709 2.978 2.950 2.945 2.983
問20⑬ 都の信頼度（悩み事） 2.376 2.676 2.695 2.685 2.617
問20⑭ 国の信頼度（悩み事） 2.043 2.352 2.298 2.378 2.117
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問4① 家族の信頼度（災害時） 3.538 3.804 3.763 3.585 3.650
問4② 近所の信頼度（災害時） 3.474 3.625 3.422 3.817 2.973
問4③ 親戚の信頼度（災害時） 2.327 2.491 2.561 2.659 2.491
社会関係資本研究論集　第３号（ 2012 年３月）
36
ウ 自主防災活動に関する回答の地域別指数化
例えば、問 5（自主防災活動への参加）の回答欄は、地域の自主防災活動に「大い
に参加している」（ 5 点）、「ときどき参加している」（ 4 点）、「どちらともいえない」
（ 3 点）、「あまり参加していない」（ 2 点）、「全く参加していない」（ 1 点）の 5 つの
選択肢から構成されている。問 7（自主防災活動の程度）の回答欄は、自主防災活動
に関して「活動が非常に盛んである」（ 5 点）、「ある程度活動が行われている」（ 4 点）、
「どちらともいえない」（ 3 点）、「活動があまり行われていない」（ 2 点）、「活動が全
く行われていない」（ 1 点）の 5 つの選択肢から構成されている。自主防災活動に関
連する回答の地域別指数を上記ア、イと同様に算出すると、次表のとおりである。
問4④ 友人・知人の信頼度（災害時） 2.840 2.902 2.965 3.268 2.627
問4⑤ 同僚の信頼度（災害時） 1.269 1.326 1.468 1.341 2.418
問4⑥ 防災区民組織の信頼度（災害時） 3.692 3.871 3.971 3.683 2.995
問4⑦ 消防団への信頼度（災害時） 3.269 3.344 3.347 3.146 2.868
問4⑧ ボランティアへの信頼度（災害時） 2.622 2.813 2.578 2.817 2.318
問4⑨ 警察消防の信頼度（災害時） 3.692 3.670 3.514 3.805 3.091
問4⑩ 病院の信頼度（災害時） 3.269 3.496 3.277 3.524 3.027
問4⑪ 区役所の信頼度（災害時） 3.269 3.272 3.104 3.354 2.664
問4⑫ 都の信頼度（災害時） 2.974 3.201 2.942 3.366 2.618
問4⑬ 自衛隊への信頼度（災害時） 3.340 3.594 3.399 3.890 3.223
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問4① 家族の信頼度（災害時） 3.402 4.000 4.014 3.685 4.083
問4② 近所の信頼度（災害時） 2.667 3.017 3.000 3.024 3.050
問4③ 親戚の信頼度（災害時） 2.179 2.626 2.624 2.598 2.950
問4④ 友人・知人の信頼度（災害時） 2.564 2.749 2.851 2.709 2.783
問4⑤ 同僚の信頼度（災害時） 2.087 2.067 2.135 1.973 2.146
問4⑥ 防災区民組織の信頼度（災害時） 2.838 3.117 3.057 3.024 2.983
問4⑦ 消防団への信頼度（災害時） 2.650 3.067 3.014 2.882 3.050
問4⑧ ボランティアへの信頼度（災害時） 2.419 2.408 2.454 2.244 2.550
問4⑨ 警察消防の信頼度（災害時） 2.915 3.151 3.213 3.016 3.317
問4⑩ 病院の信頼度（災害時） 2.735 2.983 3.014 2.945 3.267
問4⑪ 区役所の信頼度（災害時） 2.581 2.782 2.837 2.819 2.867
問4⑫ 都の信頼度（災害時） 2.436 2.642 2.695 2.693 2.717
問4⑬ 自衛隊への信頼度（災害時） 3.094 2.978 3.383 3.268 3.450
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（表 16 ）自主防災活動に関する回答の地域別指数
（注）問 6 の選択肢は、 6 つである 13。
エ 新宿区の生活環境に関する回答の地域別指数化
F 7 から F 10 は、新宿区の生活環境に関して質問している。例えば、F 8（生活満
足度）の回答欄は、新宿区における生活に「大いに満足している」（ 5 点）、「ある程
度満足している」（ 4 点）、「どちらともいえない」（ 3 点）、「あまり満足していない」
（ 2 点）、「大いに不満である」（ 1 点）の 5 つの選択肢から構成されている。F 9（ 5 
年後の生活）の回答欄は、新宿区における生活は 5 年後には「大いに向上する」（ 5 
点）、「ある程度向上する」（ 4 点）、「どちらともいえない」（ 3 点）、「ある程度低下す
る」（ 2 点）、「大いに低下する」（ 1 点）の 5 つの選択肢から構成されている。新宿区
の生活環境に関連する回答の地域別指数を算出すると、次表のとおりである。
（表  17 ）新宿区の生活環境に関する回答の地域別指数
（注）F 7 の選択肢は、 4 つである 14。
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問 5 自主防災活動への参加 3.968 3.563 3.902 4.122 2.982
問 6 自主防災組織との関係 3.372 2.888 3.347 3.902 2.836
問 7 自主防災活動の程度 3.583 3.397 3.803 3.634 3.386
問 9 防災区民組織の能力評価 3.128 3.080 3.277 3.305 3.100
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問 5 自主防災活動への参加 3.205 3.140 2.624 3.402 3.150
問 6 自主防災組織との関係 3.017 2.810 2.560 3.378 3.083
問 7 自主防災活動の程度 3.342 3.480 3.291 3.732 3.483
問 9 防災区民組織の能力評価 2.872 3.212 2.908 3.244 3.117
13 問 6 の選択肢は、「防災区民組織の役員である」（ 6 点）、「防災区民組織のメンバーである（役員
以外）」（ 5 点）、「防災区民組織と関連がある組織に所属している（消防団、ボランティア組織な
ど）」（ 4 点）、「行政組織の一員である（新宿区、東京都、自衛隊など）」（ 3 点）、「防災区民組織と
は直接関係がない」（ 2 点）、「その他」（ 1 点）から構成されている。
14 F 7 の選択肢は、新宿区に「住み続けたい」（ 4 点）、「新宿区内で引っ越したい」（ 3 点）、「どち
らともいえない」（ 2 点）、「新宿区外に引っ越したい」（ 1 点）から構成されている。
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
F 7 新宿区居住希望 3.545 3.534 3.416 3.439 3.273
F 8 生活満足度 3.955 3.871 3.844 3.951 3.918
F 9 5 年後の生活 3.045 3.121 2.977 3.073 3.032
F 10 5 年前との生活比較 3.045 3.080 2.838 2.976 3.082
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6  SC 指数の開発と地域防災力
（1）内閣府アンケート調査（ 2003 年）と SC
内閣府アンケート調査（ 2003 年）における SC に関連する設問は、次表のとおりであ
る。
（表 18 ）内閣府アンケート調査（ 2003 年）における設問項目
（出典）日本総合研究所ソーシャル・キャピタル研究チーム（ 2008 ）「日本のソーシャ
ル・キャピタルと政策」16 ページ
（2）SC 指数の開発
内閣府アンケート調査（ 2003 年）の例にならい、本防災アンケートの設問から、①
社会信頼指数、②つきあい・交流指数、③社会参加指数を算出する。 3 つの指数の単純
平均を地域ごとの SC 指数とする。
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
F 7 新宿区居住希望 3.342 3.385 3.106 3.291 3.400
F 8 生活満足度 3.821 3.983 3.681 3.756 4.033
F 9 5 年後の生活 2.923 3.084 2.936 2.961 3.317
F 10 5 年前との生活比較 2.983 2.989 2.915 2.677 2.967
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ア　社会信頼指数
社会信頼指数を算出すると、西新宿が最も高く、戸塚が最も低い。
（表 19 ）社会信頼指数
イ つきあい・交流指数
つきあい・交流指数を算出すると、若松が最も高く、戸塚が最も低い。
（表 20 ）つきあい・交流指数
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問15 社会への信頼 3.385 3.214 3.393 3.549 3.409
問16 旅先での信頼 3.141 3.152 3.139 3.488 3.332
問20② 近所の信頼度（悩み事） 3.256 2.938 3.168 3.280 2.995
問20③ 親戚の信頼度（悩み事） 3.013 2.920 3.168 3.000 3.068
問20④ 友人・知人の信頼度（悩み事） 3.353 3.192 3.405 3.317 3.209
社会信頼指数（平均値） 3.230 3.083 3.255 3.327 3.203
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問15 社会への信頼 3.094 3.179 3.220 3.268 3.583
問16 旅先での信頼 2.932 3.089 3.270 3.213 3.383
問20② 近所の信頼度（悩み事） 2.915 3.034 3.149 3.102 3.133
問20③ 親戚の信頼度（悩み事） 2.915 3.302 3.255 3.181 3.283
問20④ 友人・知人の信頼度（悩み事） 3.051 3.318 3.411 3.346 3.433
社会信頼指数（平均値） 2.981 3.184 3.261 3.222 3.363
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問17 親戚つきあい 3.045 2.915 3.017 2.902 2.941
問18 友人・知人つきあい 3.577 3.237 3.410 3.683 3.323
問19A 近所つきあいの程度 3.186 2.897 3.058 3.146 2.900
問19B 近所つきあいの割合 3.385 3.152 3.399 3.598 2.836
つきあい・交流指数（平均値） 3.298 3.050 3.221 3.332 3.000
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問17 親戚つきあい 2.590 2.939 2.915 2.929 3.000
問18 友人・知人つきあい 3.026 3.201 3.298 3.504 3.433
問19A 近所つきあいの程度 2.863 2.933 2.979 3.102 3.067
問19B 近所つきあいの割合 2.923 3.006 3.043 3.307 3.167
つきあい・交流指数（平均値） 2.850 3.020 3.059 3.211 3.167
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ウ　社会参加指数
社会参加指数は、問 5 （自主防災活動への参加）の指数を当てる。若松が最も高く、
落合第二が最も低い。
（表 21 ）社会参加指数
エ　SC 指数の算出
内閣府アンケート調査（ 2003 年）の例にならい SC 指数を算出すると、若松が最も高
く、落合第二が最も低い。
（表 22 ）SC 指数
（3）防災力指数の開発
2010 年度の例にならい防災力指数を算出する。防災力指数 1 には、自主防災組織の
関係者（役員・メンバー）を含んでおり、防災力指数 2 には、自主防災組織の関係者を
除外している。
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問 5 自主防災活動への参加 3.968 3.563 3.902 4.122 2.982
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問 5 自主防災活動への参加 3.205 3.140 2.624 3.402 3.150
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
社会信頼指数 3.230 3.083 3.255 3.327 3.203
つきあい・交流指数 3.298 3.050 3.221 3.332 3.000
社会参加指数 3.968 3.563 3.902 4.122 2.982
合　計 10.496 9.696 10.378 10.781 9.185
SC 指数（平均値） 3.499 3.232 3.459 3.594 3.062
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
社会信頼指数 2.981 3.184 3.261 3.222 3.363
つきあい・交流指数 2.850 3.020 3.059 3.211 3.167
社会参加指数 3.205 3.140 2.624 3.402 3.150
合　計 9.037 9.344 8.944 9.834 9.680
SC 指数（平均値） 3.012 3.115 2.981 3.278 3.227
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（表 23 ）防災力指数 1
（表 24 ）防災力指数 2
防災力指数 1 では榎が最も高く、落合第二が最も低い。防災力指数 2 では榎が最も高
く、戸塚が最も低い。ただし、これらの防災力指数は、地域住民の主観的な判断に依拠
していることに留意する必要がある。
（4）SC 指数と防災力指数の相関関係
SC 指数と防災力指数 1 の単相関係数は 0.803 であり、強い正の相関関係を示してい
る。一方、SC 指数と防災力指数 2 の単相関係数は 0.635 であり、中程度の正の相関関係
を示している（図 4 参照）。すなわち、社会関係資本が豊かな地域ほど、地域防災力が
高くなること示唆している。防災力指数 1 には、自主防災組織の関係者（役員・メンバ
ー）を含んでおり、防災力指数 2 には、自主防災組織の関係者を除外している。 2 つの
散布図を比較すると、自主防災組織の関係者が自主防災組織の能力を自主防災組織と
関係の薄い住民よりも高く評価していることになる。相関関係をより客観的に評価す
るためには、自主防災組織の関係者を加えない指数の方が好ましいであろう。したがっ
て、防災力指数 2 を採用すべきである。
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問 7 自主防災活動の程度 3.583 3.397 3.803 3.634 3.386
問 9 防災区民組織の能力評価 3.128 3.080 3.277 3.305 3.100
防災力指数 1（平均値） 3.356 3.239 3.540 3.470 3.243
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問 7 自主防災活動の程度 3.342 3.480 3.291 3.732 3.483
問 9 防災区民組織の能力評価 2.872 3.212 2.908 3.244 3.117
防災力指数 1（平均値） 3.107 3.346 3.099 3.488 3.300
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
問 7 自主防災活動の程度 3.238 3.495 3.640 3.450 3.256
問 9 防災区民組織の能力評価 2.931 2.979 3.210 3.250 3.049
防災力指数 2（平均値） 3.084 3.237 3.425 3.350 3.152
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
問 7 自主防災活動の程度 3.114 3.343 3.189 3.550 3.478
問 9 防災区民組織の能力評価 2.709 3.105 2.828 3.100 3.109
防災力指数 2（平均値） 2.911 3.224 3.008 3.325 3.293
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（図 4 ）SC 指数と防災力指数の散布図
単相関係数　0.803　　　　　　　　　　　単相関係数　0.635
（5）生活環境指数と防災力指数の相関関係
F 7 から F 10 の回答状況から、生活環境指数を作成すると、西新宿が最も高く、箪笥
町がそれに次ぐ。落合第二が最も低い。
（表 25 ）生活環境指数
生活環境指数と防災力指数 2 の単相関係数は 0.195 であり、ほとんど相関関係がない
（図 5 参照）。生活環境指数が最も高い西新宿には超高層ビルが林立し、指数第 2 位の箪
笥町では、駅周辺などで再開発プロジェクトが進行中である。町並みに活気が溢れて
いるものの、防災に特段の配慮をしない経済開発あるいは生活水準の向上は、地域防
災力の向上とほとんど関係がないことを示唆している。
四　谷 箪笥町 榎 若　松 大久保
F 7 新宿区居住希望 3.545 3.534 3.416 3.439 3.273
F 8 生活満足度 3.955 3.871 3.844 3.951 3.918
F 9 5 年後の生活 3.045 3.121 2.977 3.073 3.032
F 10 5 年前との生活比較 3.045 3.080 2.838 2.976 3.082
生活環境指数（平均値） 3.398 3.402 3.269 3.360 3.326
戸　塚 落合第一 落合第二 柏　木 西新宿
F 7 新宿区居住希望 3.342 3.385 3.106 3.291 3.400
F 8 生活満足度 3.821 3.983 3.681 3.756 4.033
F 9 5 年後の生活 2.923 3.084 2.936 2.961 3.317
F 10 5 年前との生活比較 2.983 2.989 2.915 2.677 2.967
生活環境指数（平均値） 3.267 3.360 3.160 3.171 3.429
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（図 5 ）生活環境指数と防災力指数 2 の散布図
単相関係数　0.195
7 　共分散構造分析による因果モデルの構築
共分散構造分析とは、直接観測される変数（観測変数）から、直接観測できない潜在
変数を導き出し、その潜在変数と観測変数の因果関係について仮説を設定することに
よって、さまざまな現象を理解しようという統計的アプローチである。
（1）地域別分析（歴史的背景の相違）
ア 潜在変数 4 個モデル
大規模災害が生起した際に、被害を最小限に抑えるためには、「自助」「共助」「公
助」が円滑に連携することが重要であるとしばしば指摘される。旧四谷区・旧牛込
区における 2010 年度アンケートの分析によれば、潜在変数「個人の防災意識（自
助）15」、潜在変数「コミュニティの防災力（共助）16」、潜在変数「公の組織への信頼
（公助）17」の 3 変数に、潜在変数「SC一般 18」を加味した潜在変数 4 個モデルによ
れば、潜在変数「SC一般」が外生変数となった。
15 観測変数は、①自主防災組織の（設立母体の）認識（問 3 ）、②自主防災活動への参加（問 5 ）、
③自主防災組織との関係（問 6 ）。
16 観測変数は、①大規模自然災害時の防災区民組織への信頼（問 4 ⑥）、②自主防災活動の程度
（問 7 ）、③防災区民組織の能力評価（問 9 ）。
17 観測変数は、①大規模自然災害時の警察・消防機関への信頼（問 4 ⑨）、②大規模自然災害時の
病院への信頼（問 4 ⑩）、③大規模自然災害時の区役所への信頼（問 4 ⑪）。
18 観測変数は、①社会への信頼（問 15 ）、②旅先での信頼（問 16 ）。
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（図 6 - 1 ）潜在変数 4 個モデルのパス図（旧四谷区・旧牛込区）
2010 年度の対象地域である図 6-1 においては、①「SC一般」と「公助」には、直接
の関係がない。②「個人の防災意識」（自助）は「公助」と弱い負の相関関係（▲ 0.357 ）
がある。このモデルのサンプル数は 484（ 4 地域計）であり、15 本のパスすべてが、p＜
0.01 である。
（図 6 - 2 ）潜在変数 4 個モデルのパス図（旧淀橋区）
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2011 年度の対象地域である図 6 - 2 において長方形で表示している観測変数表示の
うち「前」とは、旧淀橋区の住民の東日本大震災以前の認識（ 2010 年度アンケートの
実施時期の認識）を示している。旧淀橋区におけるアンケートの分析によれば、①「 SC
一般」と「公助」には、正の相関関係がある（ 0.195 ）。②「個人の防災意識」（自助）は
「公助」と直接・間接の関係がない。このモデルのサンプル数は 574（ 6 地域計）であり、
15 本のパスすべてが、p＜0.01 である 19。
図 6 - 1 と図 6 - 2 を比較すると、①旧四谷区・旧牛込区の住民は、「個人の防災意識」
（自助）が高まると、その分「公助」が不要となるが、旧淀橋区の住民意識にはこのよ
うな関係はみられない。②旧淀橋区の住民意識には、「 SC 一般」と「公助」の間に直
接の正の相関関係がみられるものの、旧四谷区・旧牛込区の住民意識には、このよう
な関係はみられない。以上のことから、コミュニティの歴史が相対的に新しい旧淀橋
区の住民意識は、旧四谷区・旧牛込区の住民意識と比較し、「個人の防災意識」（自助）
と「公助」との関係に大きな相違がある。
（図 6 - 3 ）潜在変数 4 個モデルのパス図（新宿区全域）
新宿区全域のパス図を作成すると、図 6 - 3 のとおりである。「 SC 一般」から「公助」
へのパス係数、「個人の防災意識」（自助）から「公助」へのパス係数の絶対値がいずれ
も小さくなり、図 6 - 1 と図 6 - 2 を折衷した形状を示している。このモデルのサンプル
数は 1,058（新宿区全域）であり、16 本のパスすべてが、p＜0.01 である。
19 使用したソフトウェアは、小島隆矢（ 2003 ）『 Excel で学ぶ共分散構造分析グラフィカルモデリ
ング』（オーム社）付録ソフトウェアである。
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イ　潜在変数 5 個モデル
SC には、「SC一般」以外に、様々な類型が考えられる。地域住民の日常生活を想
定し、潜在変数「ご近所 SC20」を潜在変数 4 個モデルに加えてみた。その結果は、次
のとおりである。図 7 - 1（旧四谷区・旧牛込区）のサンプル数は 460（ 4 地域計）で
あり、22 本のパスすべてが、p≦0.01 である。
（図 7 - 1 ）潜在変数 5 個モデルのパス図（旧四谷区・旧牛込区）
（図 7 - 2 ）潜在変数 5 個モデルのパス図（旧淀橋区）
20 観測変数は、①悩み事に関する近所の人々への信頼（問 20 - ② ）、②悩み事に関する知人・友人
への信頼（問 20 - ④ ）、③悩み事に関する町会・自治会への信頼（問 20 - ⑥ ）。
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図 7 - 2 （旧淀橋区）のサンプル数は 564（ 6 地域計）であり、20 本のパスすべてが、
p＜0.01 である。図 7 - 1 、図 7 - 2 ともに、潜在変数「ご近所 SC 」は外生変数とはならず
に、潜在変数「 SC 一般」が潜在変数 4 個モデルと同様に外生変数である。
旧四谷区・旧牛込区（図 7 - 1 ）においては、「 SC 一般」は「ご近所 SC 」と弱い相関
関係（ 0.325 ）があり、同時に「コミュニティの防災力」（共助）とも弱い相関関係（ 0.214 ）
がある。したがって、「 SC 一般」は「コミュニティの防災力」（共助）に対し、直接効
果 0.214 のほかに、「ご近所 SC 」を経由した間接効果が 0.325 × 0.460 = 0.150 程度あり、
合わせて 0.214 + 0.150 = 0.364 程度の相関関係がある。一方、旧淀橋区（図 7 - 2 ）におけ
る「SC一般」から「コミュニティの防災力」（共助）への間接効果は、0.380 × 0.651 =
0.247 程度である。
旧四谷区・旧牛込区において、「ご近所 SC 」は「コミュニティの防災力」（共助）に
対し 0.460 の中程度の相関関係があり、「個人の防災意識」（自助）に対しては 0.330 、「公
助」に対しては 0.212 のそれぞれ弱い相関関係がある。一方、旧淀橋区において、「ご近
所 SC 」は「コミュニティの防災力」（共助）に対し 0.651 の中程度の相関関係があり、
「個人の防災意識」（自助）に対しては 0.224 の弱い相関関係がある。しかしながら、「公
助」に対しては、直接の相関関係がない。「個人の防災意識」（自助）は、旧四谷区・旧
牛込区、旧淀橋区ともに、「ご近所 SC 」および「コミュニティの防災力」（共助）から
直接影響を受けている構図に変わりはない。
「公助」に関しては、 2 つの地域で大きな相違が認められる。すなわち、旧四谷区・
旧牛込区においては「個人の防災意識」（自助）は「公助」に対して▲ 0.439 の中程度の
負の相関関係があるが、旧淀橋区においては「個人の防災意識」（自助）は「公助」に
対して間接効果を含めて全く相関関係がない。一方、旧淀橋区においては「 SC 一般」
が「公助」に対して 0.169 の直接効果を及ぼしているが、旧四谷区・旧牛込区において
は「 SC 一般」ではなく「ご近所 SC 」が「公助」へ 0.212 の弱い直接効果を及ぼしてい
る。
（図 7 - 3 ）潜在変数 5 個モデルのパス図（新宿区全域）
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図 7 - 3 のサンプル数は 1,024（新宿区全域）であり、21 本のパスすべてが、p＜0.01 で
ある。その構図は、図 7 - 1 と図 7 - 2 を折衷した形状を示している。
ウ　潜在変数 6 個モデル
前述のとおり、指数化による分析によれば、生活環境指数と防災力指数 2 には、ほ
とんど相関関係がなかった。新たに潜在変数として「生活環境 21」を潜在変数 5 個モ
デルに追加してみた。
（図 8 - 1 ）潜在変数 6 個モデルのパス図（旧四谷区・旧牛込区）
図 8 - 1 のサンプル数は 442（ 4 地域計）であり、「ご近所 SC 」から「公助」へのパス
が p＜0.05 であり、残りの 27 本のパスすべてが、p＜0.01 である。
旧四谷区・旧牛込区（図 8 - 1 ）においては、新たに加えた潜在変数「生活環境」が外
生変数となった。「生活環境」は、「 SC 一般」に対し 0.221 、「ご近所 SC 」に対し 0.192 、
「公助」に対し 0.174 の直接効果をそれぞれ及ぼしている。これ以外のパスについては、
基本的に図 7 - 1 と同様である。
この結果、「生活環境」は 3 つのルートで「コミュニティの防災力」（共助）に間接的
に影響を及ぼしている。①「ご近所 SC 」経由としては、0.192 × 0.469 = 0.090 程度、②
「 SC 一般」経由としては、0.221 × 0.211 = 0.047 程度、③「 SC 一般」と「ご近所 SC 」を
経由しては、0.221 × 0.284 × 0.469 = 0.029 程度である。①～③を合計すると、0.166 程
度の間接効果となる。
図 8 - 2 のサンプル数は 542（ 6 地域計）であり、24 本のパスすべてが、p＜0.01 である。
21 観測変数は、①生活満足度（ F 8 ），② 5 年後の生活予測（ F 9 ）、③ 5 年前との生活比較（F 10 ）。
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旧淀橋区（図 8 - 2 ）においても、新たに加えた潜在変数「生活環境」が外生変数とな
った。「生活環境」は、「公助」に対し 0.237、「 SC 一般」に対し 0.232 の直接効果をそれ
ぞれ及ぼしているが、「ご近所 SC 」に対する直接効果は認められない。この結果、「生
活環境」は、「 SC 一般」を経由として「ご近所 SC 」に対し、0.232 × 0.398 ＝ 0.092 程
度の間接効果を及ぼしている。図 7 - 2 と異なる部分は、「 SC 一般」から「公助」への
パスがなくなった点である。
（図 8 - 2 ）潜在変数 6 個モデルのパス図（旧淀橋区）
（図 8 - 3 ）潜在変数 6 個モデルのパス図（新宿区全域）
図 8 - 3 のサンプル数は 984（新宿区全域）であり、27 本のパスすべてが、p＜0.01 で
ある。
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新宿区全域（図 8 - 3 ）においても、新たに加えた潜在変数「生活環境」が外生変数と
なった。「生活環境」は、「 SC 一般」に対し 0.213、「ご近所 SC 」に対し 0.194、「公助」
に対し 0.182、の直接効果をそれぞれ及ぼしている。
この結果、「生活環境」は、「 SC 一般」を経由として「ご近所 SC 」に対し、 0.213 ×
0.340 ＝ 0.072 程度の間接効果を及ぼしている。 0.194 の直接効果を加味すると、 0.266 程
度の効果を及ぼしている。また、「ご近所 SC 」は「コミュニティの防災力」（共助）に
対し、0.633 の中程度の相関関係がある。
エ　小括
地域別分析によって、コミュニティの歴史が相対的に新しい旧淀橋区の住民意識
は、江戸期以来の既成市街地である旧四谷区・旧牛込区の住民意識と比較し、「個人
の防災意識」（自助）と「公助」との関係に大きな相違があることが判明した。図 8 - 3 
により、「コミュニティの防災力」（共助）に直接効果を及ぼす要因は「ご近所 SC 」
であり、その相関係数は中程度である（ 0.633 ）。「ご近所 SC」を規定する要因は、「生
活環境」と「 SC 一般」であることが判明した。
（2）年齢別分析
ア　潜在変数 4 個モデル
「コミュニティの防災力」（共助）を規定する要因について、年齢別分析を行うた
め、潜在変数 4 個モデルを開発した。年齢別の分析に際し、基本的に現役世代である
30 ～ 50 歳代とそれ以降の 60 ～ 70 歳代に区分した。
（図 9 - 1 ）潜在変数 4 個モデルのパス図（ 60 〜 70 歳代）
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モデルの開発に際し、「ご近所 SC 」のままだと一部のパスが統計的に有意にならな
いため、潜在変数「ご近所 SC 2 22」を使用した。図 9 - 1 のサンプル数は 617（新宿区全
域の 60 ～ 70 歳代）であり、17 本のパスすべてが、p＜0.01 である。
（図 9 - 2 ）潜在変数 4 個モデルのパス図（ 30 〜 50 歳代）
図 9 - 2 のサンプル数は 345（新宿区全域の 30 ～ 50 歳代）であり、16 本のパス全てが、
p＜0.01 である。60 ～ 70 歳代（図 9 - 1 ）において、「個人の防災意識」（自助）は、公助
と弱い負の相関関係（▲ 0.295 ）にある 23。一方、30 ～ 50 歳代（図 9 - 2 ）において、「個
人の防災意識」（自助）は「公助」に対して間接効果を含めて全く相関関係がない 24。
イ 潜在変数 5 個モデル
潜在変数 4 個モデルに「ご近所 SC 2 」を規定する要因である潜在変数「生活環境」を
加えると次のようなモデルとなる。潜在変数「生活環境」が、外生変数となった。
図 10 - 1 のサンプル数は 599（新宿区全域の 60 ～ 70 歳代）であり、22 本のパス全てが、
p＜0.01 である。
22 観測変数は、①ご近所とのつきあいの程度（問 19 A ）、②つきあっているご近所の人の割合（問
19 B ）、③悩み事に関する近所の人々への信頼（問 20 - ② ）。
23 負の相関関係をさらに地域別に分析すると、旧四谷区・旧牛込区では▲ 0.442（ n = 295、GFI
0.922、AGFI  0.875、RMSEA 0.080 ）、旧淀橋区では▲ 0.216（ n = 322、GFI 0.922、AGFI 0.875、
RMSEA 0.085 ）となる。
24 さらに地域別に分析すると、旧四谷区・旧牛込区では「個人の防災意識」（自助）は「公助」に
対して▲ 0.320（ n = 146、GFI 0.913、AGFI 0.864、RMSEA 0.068）と弱い負の相関関係がみられる
ものの、旧淀橋区では全く相関関係がない（ n = 199、GFI 0.921、AGFI 0.876、RMSEA 0.076）。新
宿区全域では「個人の防災意識」（自助）は「公助」に対して全く相関関係がない。これは、旧淀
橋区のサンプル数が旧四谷区・旧牛込区よりも多いためであると考えられる。
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（図 10 - 1 ）潜在変数 5 個モデルのパス図（ 60 〜 70 歳代）
「生活環境」は、「ご近所 SC 2 」に対し 0.228、「公助」に対し 0.194 の相関関係があ
る。「コミュニティの防災力」（共助）は、「ご近所 SC 2 」から直接効果を受けその相関
係数は 0.487 であり、「生活環境」からは「ご近所 SC 2 」を経由し、0.228 × 0.487 = 0.111
程度の間接効果を受ける。「個人の防災意識」（自助）は「公助」に対して、▲ 0.285 の
負の相関関係がある。
（図 10 - 2 ）潜在変数 5 個モデルのパス図（ 30 〜 50 歳代）
図 10 - 2 のサンプル数は 336（新宿区全域の 30 ～ 50 歳代）であり、21 本のパス全
てが、p＜0.01 である。「ご近所 SC 2 」に単純に潜在変数「生活環境」を加えると観
測変数の因果分析が不可能なため、友人・知人とのつきあいを重視した 「ご近所
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SC 3 25」を採用している。30 ～ 50 歳代（図 10 - 2 ）においては、60 ～ 70 歳代とは異な
り、潜在変数「ご近所 SC 3 」、潜在変数「生活環境」ともに外生変数となった。「コミ
ュニティの防災力」（共助）は、「ご近所 SC 3 」および「生活環境」から直接効果を受
け、その相関係数はそれぞれ 0.388、0.321 である。「個人の防災意識」（自助）は「公助」
に対して間接効果を含めて全く相関関係がない。
ウ　小括
潜在変数 5 個モデルによって、年齢別分析を行うと 30 ～ 50 歳代のパス図と 60 ～ 
70 歳代のパス図とでは、外生変数が異なることが判明した。「コミュニティの防災
力」（共助）は、30 ～ 50 歳代のモデルでは「生活環境」から直接効果（相関係数 0.321）
を受けるが、60 ～ 70 歳代のモデルでは「ご近所 SC 2 」を経由し、間接効果（相関係
数 0.111 程度）を受けるにすぎない。 2 つのモデルでは、「個人の防災意識」（自助）の
「公助」との相関関係が異なる。また、「コミュニティの防災力」（共助）の公助への
相関係数が、かなり異なる（ 0.578、0.263 ）。
（3）家族数に基づく分析
（図 11 - 1 ）家族数 3 人以下のパス図
図 11 - 1 のサンプル数は 674（新宿区全域の家族数 3 人以下の世帯）であり、「ご近所
SC 」から「個人の防災意識」（自助）へのパスが p＜0.05 であり、残りの 16 本のパスす
べてが、p＜0.01 である。「ご近所 SC 」は、「コミュニティの防災力」（共助）に対し 0.638
25 観測変数は、①学校・職場以外での友人・知人とのつきあい（問 18 ）、②ご近所とのつきあいの
程度（問 19 A ）、③つきあっているご近所の人の割合（問 19 B ）。「ご近所 SC 3 」は、30 ～ 50 歳
代の行動パターンを反映し、「友人・知人とのつきあい」を重視している。
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の中程度の相関関係があり、「個人の防災意識」（自助）へ 0.165 の相関関係があるが、
「公助」に対し直接の相関関係はない。
図 11 - 2 のサンプル数は 335（新宿区全域の家族数 4 人以上の世帯）であり、「個人の
防災意識」（自助）から「公助」へのパスおよび「ご近所 SC 」から「公助」へのパス
が p＜0.05 であり、残りの 16 本のパスすべてが、p＜0.01 である。「ご近所 SC 」は、「コ
ミュニティの防災力」（共助）に対し 0.596 の中程度の相関関係があり、「個人の防災意
識」（自助）に対し 0.326 の弱い相関関係があり、さらに「公助」に対し 0.234 の弱い相
関関係がある。
（図 11 - 2 ）家族数 4 人以上のパス図
図 11 - 1 と図 11 - 2 を比較すると、「ご近所 SC 」の「公助」へのパスの有無に相違が
ある。したがって、家族数 4 人以上の世帯の「ご近所 SC 」は、家族数 3 人以下の世帯
の「ご近所 SC 」と比べ、「公助」に依存しやすいといえる。
8 　東日本大震災の前後における地域住民の意識変化（ 2011 年度アンケート対象地域）
2011 年度においては、新宿区内の 6 つの地域（大久保、戸塚、落合第一、落合第二、
柏木、西新宿）を対象として、アンケート調査を実施した。問 4 においては、「大規模
自然災害時に頼りにする人または組織」について、東日本大震災以前である 2010 年 9
月の認識（ 2010 年度アンケートの実施時期）と東日本大震災以降の認識（ 2011 年 8 月）
の双方について回答を求めている。この問は、 5 段階評価の中から当てはまる選択肢を
1 つ回答する設問となっている。
震災前に信頼度の平均値が高かったものは、①家族（ 4.333 ）、②自衛隊（ 3.880 ）、③
警察・消防機関（ 3.731 ）、④病院（ 3.648 ）、⑤防災区民組織（ 3.529 ）である。震災後
に信頼度の平均値が高いものは、①家族（ 4.358 ）、②自衛隊（ 4.165 ）、③警察・消防
機関（ 3.787 ）、④病院（ 3.673 ）、⑤防災区民組織（ 3.627 ）である。
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2010 年 9 月の認識と 2011 年 8 月の双方について回答いただいたサンプルを抽出し、
対応のあるサンプルの t検定を行うと、次表のとおりである。
（表 26 ）対応のあるサンプルの t 検定
（注）＊： 5 ％有意、＊＊： 1 ％有意
家族への信頼（サンプル対：727）　　　　　　　　ｔ検定
近所の人々への信頼（サンプル対：721）　　　　　ｔ検定
親戚への信頼（サンプル対：708）　　　　　　　　ｔ検定
知人・友人への信頼（サンプル対：704）　　　　　ｔ検定
職場の同僚への信頼（サンプル対：369）　　　　　ｔ検定
変　数 震災前 震災後 差
平　均 4.333 4.358 0.025
不偏分散 0.950 0.971 0.275
標準偏差 0.974 0.985 0.524
統計量：ｔ 1.273
自由度 726
両側Ｐ値 0.203
片側Ｐ値 0.102
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.429 3.560 0.132
不偏分散 1.012 1.074 0.334
標準偏差 1.006 1.037 0.578
統計量：ｔ 6.122
自由度 720
両側Ｐ値 0.000 ＊＊
片側Ｐ値 0.000 ＊＊
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.006 3.099 0.093
不偏分散 1.539 1.523 0.288
標準偏差 1.241 1.234 0.537
統計量：ｔ 4.619
自由度 707
両側Ｐ値 0.000 ＊＊
片側Ｐ値 0.000 ＊＊
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.196 3.259 0.063
不偏分散 0.971 1.057 0.195
標準偏差 0.986 1.028 0.442
統計量：ｔ 3.753
自由度 703
両側Ｐ値 0.000 ＊＊
片側Ｐ値 0.000 ＊＊
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変　数 震災前 震災後 差
平　均 2.821 2.902 0.081
不偏分散 1.240 1.387 0.227
標準偏差 1.113 1.178 0.477
統計量：ｔ 3.277
自由度 368
両側Ｐ値 0.001 ＊＊
片側Ｐ値 0.001 ＊＊
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防災区民組織への信頼（サンプル対：714）　　　　ｔ検定
消防団への信頼（サンプル対：692）　　　　　　　ｔ検定
ボランティア・NPO への信頼（サンプル対：665）   ｔ検定
警察・消防機関への信頼（サンプル対：695）　　　ｔ検定
病院への信頼（サンプル対：685）　　　　　　　　ｔ検定
区役所への信頼（サンプル対：691）　　　　　　　ｔ検定
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.529 3.627 0.098
不偏分散 0.841 0.885 0.293
標準偏差 0.917 0.941 0.542
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.516 3.584 0.068
不偏分散 0.985 1.033 0.231
標準偏差 0.993 1.017 0.481
変　数 震災前 震災後 差
平　均 2.988 3.186 0.198
不偏分散 0.906 1.019 0.379
標準偏差 0.952 1.010 0.616
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.731 3.787 0.056
不偏分散 0.984 1.087 0.335
標準偏差 0.992 1.043 0.579
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.648 3.673 0.025
不偏分散 0.942 0.975 0.314
標準偏差 0.970 0.987 0.560
統計量：ｔ 4.837
自由度 713
両側Ｐ値 0.000 ＊＊
片側Ｐ値 0.000 ＊＊
統計量：ｔ 3.715
自由度 691
両側Ｐ値 0.000 ＊＊
片側Ｐ値 0.000 ＊＊
統計量：ｔ 8.312
自由度 664
両側Ｐ値 0.000 ＊＊
片側Ｐ値 0.000 ＊＊
統計量：ｔ 2.554
自由度 694
両側Ｐ値 0.011 ＊
片側Ｐ値 0.005 ＊＊
統計量：ｔ 1.160
自由度 684
両側Ｐ値 0.247
片側Ｐ値 0.123
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.317 3.355 0.038
不偏分散 0.927 0.994 0.361
標準偏差 0.963 0.997 0.601
統計量：ｔ 1.646
自由度 690
両側Ｐ値 0.100
片側Ｐ値 0.050
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東京都への信頼（サンプル対：687）　　　　　　　ｔ検定
自衛隊への信頼（サンプル対：691）　　　　　　　ｔ検定
対応のあるサンプルの t検定によれば、平均値の差が統計的に有意なのは、①近所の
人々への信頼、②親戚への信頼、③知人・友人への信頼、④職場の同僚への信頼、⑤防
災区民組織への信頼、⑥消防団への信頼、⑦ボランティア・NPO への信頼、⑧警察・
消防機関への信頼、⑨東京都への信頼、⑩自衛隊への信頼である。これらは、いずれも
平均値が震災前よりも震災後に上昇しているので、震災後に地域住民の信頼度がより
高まったといえる。
家族への信頼は、震災前後ともに平均値が最も高かったが、平均値の差が統計的に
有意ではないので、震災後に地域住民の信頼度が高まったとはいえない。
9 　まとめと今後の課題
本アンケートの回答者は、平素から町会・自治会活動に関心がある者であると推測
される。回答者が 60 歳代・70 歳代で過半数を占めているのは、町会・自治会活動の高
齢化と関連があるものと思われる。すなわち、アンケート結果には、特別な手当てを行
わない限り、①町会・自治会関係者の視点、②自主防災組織関係者の視点、③高齢者
の視点という傾向が強いことに留意する必要がある。
「大規模自然災害時に頼りにする人または組織」については、すべての設問で震災
後の方が震災前よりも平均値が高かったものの、対応のあるサンプルの t検定を行う
と統計的に有意なものはその一部にすぎない。家族への信頼は、震災前後ともに平均
値が最も高かったが、平均値の差が統計的に有意ではないので、震災後に地域住民の
信頼度が高まったとはいえない。
指数化によるアンケートの定量的な把握は、統計処理が簡便であり、他地域との比
較も行いやすいことから、有力な手段であることには変わりはない。しかしながら、ど
の項目を指数に加えるか加えないかが、かなり強く分析結果に影響を与える。このた
め、統計処理は極めて煩雑ではあるが、観測変数の背後にある潜在変数を把握するこ
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.180 3.252 0.071
不偏分散 1.008 1.069 0.393
標準偏差 1.004 1.034 0.627
変　数 震災前 震災後 差
平　均 3.880 4.165 0.285
不偏分散 1.094 1.002 0.468
標準偏差 1.046 1.001 0.684
統計量：ｔ 2.983
自由度 686
両側Ｐ値 0.003 ＊＊
片側Ｐ値 0.001 ＊＊
統計量：ｔ 10.956
自由度 690
両側Ｐ値 0.000 ＊＊
片側Ｐ値 0.000 ＊＊
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と、換言すれば構造方程式を解く共分散構造分析を併用することが、重要である。
共分散構造分析の結果、新宿区において、①地域別、②年齢別、③家族数の相違によ
って、コミュニティの防災力（共助）を取り巻く要因に相違があることが判明した。
すなわち、新宿区全域における潜在変数 6 個モデルによると、「コミュニティの防災
力」（共助）に直接効果を及ぼす要因は「ご近所 SC 」であり、その相関係数は中程度
である（ 0.633 ）。「ご近所 SC 」を規定する要因は、「 SC 一般」と外生変数である「生
活環境」である。
年齢別分析を潜在変数 5 個モデルによって行うと、60 ～ 70 歳代のパス図と 30 ～ 50
歳代のパス図とでは、外生変数が異なる。60 ～ 70 歳代では「生活環境」が外生変数で
あり、30 ～ 50 歳代では「生活環境」と「ご近所 SC 3 」が外生変数である。60 ～ 70 歳
代の「コミュニティの防災力」（共助）は、「ご近所 SC 2 」から直接効果を受ける一方、
30 ～ 50 歳代の「コミュニティの防災力」（共助）は、 2 つの外生変数「ご近所 SC 3 」お
よび「生活環境」から直接効果を受ける。
家族数に基づく分析によれば、家族数 4 人以上の世帯の「ご近所 SC 」は、家族数 3
人以下の世帯の「ご近所 SC 」と比べ、「公助」に依存しやすい傾向にある。
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